
令和３年度 沖縄県における所有者不明土地

に起因する問題の解決に向けた調査

報告書 概要版
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凡例

略記 法律

沖縄復帰特措法 沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律（昭和46年法律第129号）

表題部所有者不明土地法 表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令和元年法律第15号）

所有者不明土地円滑化法 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成30年法律第49号）

改正法 民法等の一部を改正する法律（令和３年法律第24号）

改正民法 改正法により改正後の民法（明治29年法律第89号）

【凡例】

１．本報告書中、法令名の表記については以下の略記を用いている。

２．本報告書中、法制度やこれに基づく固有の事柄について以下の略記を用いている。

略記 内容

所有者不明土地管理制度 改正民法第264条の２から７までに定める内容

管理不全土地管理制度 改正民法第264条の８から14までに定める内容

不在者財産管理制度 民法第25条から第29条までに定める内容

特定不能土地等管理制度 表題部所有者不明土地法第19条から第29条までに定める内容

沖特管理者 沖縄復帰特措法第62条に基づき所有者不明土地の管理を行う沖縄県又は市町村
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Ⅰ．調査の概要

■調査の目的

・本調査は、実態調査結果の整理・分析を行い、現状を把握するとともに、課題を整理することにより、今後の
対応策を検討することを目的としている。

・平成30年度、令和元年度及び令和２年度の調査では、沖縄の所有者不明土地を類型化し、各類型の現状を整理

するとともに、全国的な動向（所有者不明土地問題の解決に向けた法制度）を踏まえた課題と解決策の検討を
行ってきた。

・本年度は、過年度調査で課題とされた事項（図表１）を踏まえ、所有者不明土地に係る全国的な動向を踏まえ
ながら、所有者不明土地問題の解決に向けた法制度に関する検討を行うとともに、所有者不明土地の適正管理
に向けた検討を実施する。

図表１ 令和２年度調査で課題とされた事項

（１）法制度に関する検討

法律の適用関係の検証とともに、実態調査や管理者の意向を踏まえつつ、制度の適用が期待される沖縄の所有者不明土地について
あらかじめ想定される問題への対応策を検討しておくことによって制度の適用や円滑化を支援・促進していく。

①所有者不明土地管理制度の適用関係への影響の検証

沖縄復帰特措法に基づく管理者が置かれていることが、所有者不明土地管理制度の適用に影響を及ぼすことがあるのかを検証する。

②モデルケースを用いた検討による制度適用における問題の抽出と対応の検討

実態調査や管理者の意向を踏まえ、所有者不明土地管理制度の適用が期待される沖縄の所有者不明土地をモデルケースとして抽出の上、
実際に制度適用を図る際に想定される問題への対応策を検討する。

（２）適正管理に関する検討

今後は効率的・効果的に適正管理の状態を維持・確保する方法を、管理者の管理実態や問題認識を深掘りしながら検討していくことが
考えられる。この検討により、効率的・効果的な方法が明らかとなった場合にはガイドの内容を改善・拡充していく。



3

Ⅰ．調査の概要

■調査の検討体制

・検討会は昨年度調査と同一の有識者により組成し、４回の検討会及び３回のワーキンググループ（WG）におい

て討議を重ねた。会議は新型コロナウィルス感染症対策のため、第３回検討会を除き、オンライン形式で開催し
た。

役割 氏名 所属 検討会 WG

座長 岩﨑 政明 明治大学専門職大学院法務研究科 教授 〇

検討員 伊藤 栄寿 上智大学法学部 教授 〇 ●

上原 浩一 上原司法書士事務所／沖縄県司法書士会 会員 〇

水津 太郎 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 〇 ●

高村 学人 立命館大学政策科学部 教授 〇

比嘉 正 琉球大学 名誉教授 〇

藤田 広美 そよかぜ法律事務所／琉球大学大学院法務研究科 教授 〇 ●
日時 検討会 主な議題

９月10日 第１回 ・本年度調査の概要

→令和２年度調査で課題とされた３点の検証方法・実施計画の報告・協議

11月８日 第２回 ・改正民法を踏まえた適正管理の問題の再検証や問題解決の基本的な方向性

・所有者不明土地管理制度を適用する際の基本的なポイントの整理や実務的な問題の検証

12月15日 第３回 ・適正管理のあり方とこれを踏まえた「適正管理に向けた管理者ガイドver.2」の内容協議

・モデルケースを用いた検証の精度を高めるための討議

３月１日 第４回 ・沖縄の所有者不明土地の問題解決に向けた今後の展開と課題

図表２ 検討会検討員一覧（敬称略・五十音順）及び検討会の開催概要
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II．所有者不明土地管理制度等の適用に向けた基礎調査

1 所有者不明土地管理制度等に関する文献調査

■調査の目的

・改正民法の施行期日は政令により令和５年４月１日とされており、令和４年３月時点では施行されていない。
しかしながら、同法が施行されたのち、円滑に本制度を活用できるようにするためには、本制度の適用に係
る要件等を予め整理しておくことが重要である。

・そこで本章では、沖縄の所有者不明土地も適用対象とされる所有者不明土地管理制度を中心に、その目的や
趣旨、利害関係人の範囲、権限外行為許可の考え方等について、先行する類似制度（不在者財産管理制度、
特定不能土地等管理制度等）や所有者不明土地管理制度立案時の検討資料等を踏まえた検討を行う。

種別 文献の性質 主な対象または対象例

法制審議会
資料・会議録
国会議事録

所有者不明土地管理制度等の立案検討がさ
れてきた会議資料、立案担当者答弁

法制審議会（民法・不動産登記法）部会
第７回、10回、11回、15回、17回、18回、22回

第204回国会 衆議院法務委員会、参議院法務委員会

書籍等 立案担当者や民法学者、弁護士等が所有者
不明土地管理制度等の解説をしている書籍

村松秀樹・大谷太編著『Ｑ＆Ａ令和３年改正民法・改正不登法・
相続土地国庫帰属法』（金融財政事情研究会、2022年） など

雑誌 専門誌において、立案担当者や民法学者、
弁護士等が所有者不明土地管理制度等の解
説をしている寄稿・対談

秋山靖浩「新しい土地法(7-1)土地管理制度と土地所有権に対する
制約(上)「土地を使用しない自由」を出発点として」法律時報93
巻5号（2021年） など

その他 所有者不明土地管理制度の比較対象となる
法制度に関する文献

国土交通省不動産・建設経済局「地域福利増進事業ガイドライ
ン」（令和３年４月） など

図表３ 調査対象文献
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II．所有者不明土地管理制度等の適用に向けた基礎調査

所有者不明土地

管理人の選任

までの段階

管理人の

選任可否の検討

申請人および

管理人候補者等の決定

管理人選任の申立て

管理人の選任の要件

沖縄の所有者不明

土地への適用の可否

申立権者となる

利害関係人の範囲

管理人の候補者

管轄裁判所

予納金の支払い

1 所有者不明土地管理制度等に関する文献調査 主な結果①

制度趣旨 制度の創設理由及び利害関係人の理解から、主に「危険害悪の防止」にその制度趣旨を見出すほか、「当該土地の社会経済上の
価値の実現、隣地等に不利益を及ぼしているという問題の解決」から、「利用の円滑化」まで様々な解釈が行われている。

地方裁判所による

「所有者不明」の判断

管理人の選任の具体的な要件は法令に示されておらず、「裁判所
が事案に応じて適切に判断すべき」であり、所有者不明土地管理
制度の制度趣旨を踏まえて判断されることになる。

「裁判所が選任する管理人による管理の必要性が認められる場合
には、所有者不明土地管理命令が発令されるケースもあり得るも
の」と法務省民事局長が国会で答弁を行っている。

公共事業の実施者、土地の隣地所有者、土地の購入希望者のほか、
沖特管理者も「事案によっては利害関係が認められるケースもあ
り得る」と考えられている。

処分の是非等についての専門的な判断が必要となるケースでは弁
護士・司法書士である者、境界の確認等が必要となるケースでは
土地家屋調査士などが具体的に例示されている。

管轄裁判所は、土地に関する法的判断が必要なため、特定不能土
地等管理制度と同様に、地方裁判所のみとされている。沖縄県の
場合は那覇地方裁判所となる。

実際の運用では申立てにあたり予納金が必要となることが想定さ
れる。所有者不明土地管理制度の予納金の金額ついて、法務省民
事局長が「見込みを伝えることは困難」と国会で答弁している。

表題部所有者不明土地についても「必要な調査を尽くしても所有者等を知ることができない所
有者不明土地に当たるかどうかを裁判所が事案に応じて判断することになる」とされている。
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II．所有者不明土地管理制度等の適用に向けた基礎調査

所有者不明土地

管理人選任後の

段階

管理人により

管理業務を遂行

管理財産の処分には

権限外行為許可の

申立てを実施

終了規定に基づき

管理を終了

管理人の法的地位

管理人の管理権限

管理人による

処分行為

土地の処分（売却）

における価格の設定

土地等から生じた

金銭の供託

管理命令の取消し

1 所有者不明土地管理制度等に関する文献調査 主な結果②

所有者不明土地管理人の法的地位に関して、最終的には「土地の
適切な管理をその職責とする職務者」と位置づけられた。

管理人の権限は、基本的には土地の保存、利用、改良行為の範囲
に限られ、処分行為などの権限外行為を行う場合は、裁判所の許
可を得る必要がある。また、管理人には、管理処分権が専属する。

その売却が適正な土地の管理の観点から相当であるか、所有者の
帰来・出現可能性を踏まえ、その売却によって所有者の利益を害
することにならないか、売却代金は相当であるかなどの観点から、
売却の許否が判断されることになるとされている。

相続財産管理制度において不動産を売却するには、最低売却価格
を定める必要があり、不動産鑑定士に鑑定を依頼することが一般
的とされている。なお、地域によって基準価格が異なっている。

処分等で金銭が生じたときは、供託することができるが、供託金
は、民法第166条１項２号の債権等の消滅時効にかかる規定にも
とづき、10年で供託金払渡請求権の消滅時効が完成する。

管理すべき財産がなくなったとき、その他財産の管理を継続する
ことが相当でなくなったときは、所有者不明土地管理人若しくは
利害関係人の申立てにより又は職権で、所有者不明土地管理命令
を取り消さなければならない

管理人の義務
善良な管理者の注意をもって、その権限を行使しなければならな
いと規定されており、管理人は土地の所有者の利益を害さないよ
うに行動しなければならないと考えられている。
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II．所有者不明土地管理制度等の適用に向けた基礎調査

2 沖縄の所有者不明土地の適正管理に関する管理者ヒアリング調査

■調査の目的と対象

・沖特管理者の管理の実態や今後の意向、適正管理に向けた課題等について把握するために、訪問及びオンラ
イン会議によるヒアリング調査を実施した。対象者は、相対的に多様で多くの管理地を抱える９つの沖特管
理者（沖縄県、那覇市、浦添市、中城村、与那原町、西原町、名護市、沖縄市、本部町）とした。

調査項目 調査結果の概要

（1）管理の現状と課題 ■管理体制と管理内容
・９管理者のうち担当する職員が１名（兼務含む）であるのは７管理者。
現地確認のための定期巡回を行っている管理者は、９管理者のうち２管理者のみ。

・いずれの管理者も、巡回をするためには増員が必須であると考えており、予算等が課題と認識。
■適正管理に関して具体的な問題が発生している事例

・権原なく利用・占有されている（おそれのある）ケースとしては、隣地の建物・墓石所有者等に
よる越境利用、第三者による駐車場利用、菜園利用、コンテナ設置等。

（2）適正管理に関する
考え方・意向

■管理リスクの考え方
・管理者によって、同様の地目・土地の特性であっても、管理リスクに関する捉え方が異なる。

・都市部や市街地では、住宅地や駐車場と隣接している土地や更地は、菜園利用、倉庫・資材置き
場利用、駐車場利用の発生のおそれが高い。山間部の管理地を多く抱える管理者は、人目が少な
い土地での不法投棄等の問題発生や、災害警戒区域等における危険害悪の発生リスクを懸念。

■適正管理のための連携先
・定期巡回、各種管理、占有者との交渉において、士業との連携を求める意見が多数。

（3）新たな制度を利用

した管理のあり方に
関する意向

・ほとんどの管理者が所有者不明土地管理制度の利用意向を持つ。沖特管理者が主体的に申し立て
るのは、沖特管理者自身が施設管理者（占有者）である土地（道路等）のみとの意見もある。

・沖特管理者が所有者不明土地管理人に移行することへの不安（権限外行為許可による売却先の選
定等）を抱く管理者もおり、体制不十分のため対応が難しいとの意見もある。

図表４ 主な調査結果
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III．所有者不明土地関係法制度を踏まえた問題の検証

1 基本的な考え方

■問題解決の基本的な方針：
・沖縄の所有者不明土地の問題解決のために、全国の所有者不明土地の関係法制度を適用していく。

→前提として、沖縄の所有者不明土地固有の状況（差異）に起因して法制度が適用できない問題
（適用問題）がある場合には、講ずるべき必要な措置を検討する。

問題の分類 問題の概要 確認された問題 問題解決の方針

沖縄の所有

者不明土地

に起因する

問題

全国の手法（法

制度）が適用で

きない

（適用問題）

令和２年度末段

階では確認され

ていない

政府は必要な措

置を講ずる

沖縄の所有

者不明土地

の管理に関

する問題

管理が法的に適

正な状態でない

（おそれ）

管理者による権

限外行為

無権限者による

占有・利用

（周辺環境への

害悪）

（管理者によ

る）是正措置の

促進

適正管理を維持

することが困難

なおそれ

現管理者の体

制・態勢

効率的・効果的

な管理方法の確

立

■新たな法制度を踏まえた問題の検証方針

①新たな法制度の適用問題の検証

改正民法において設けられた所有者不明土地管理制度、
管理不全土地管理制度の適用にあたり、沖縄の所有者不明
土地に起因する問題（適用問題）がないかを検証する。適
用問題がある場合には、講ずるべき必要な措置もあわせて
検討する。

②管理に関する問題の検証

所有者不明土地の管理を目的とした制度（特定不能土地
等管理制度、所有者不明土地管理制度、管理不全土地管理
制度）が相次いで整備された。これらの管理制度における
各種規定は、先行する管理制度である沖特管理者の法的地
位、管理権限や義務の解釈、適正管理のあり方にも大きな
影響を及ぼすものと考えられる。

そこで、令和２年度報告書における管理に関する問題の
整理結果を踏まえつつ、適正管理のあり方を明確にすると
ともに、沖特管理者の管理実態との差から、管理に関する
問題を改めて検証する。

図表５ 令和２年度調査における問題の検証結果
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III．所有者不明土地関係法制度を踏まえた問題の検証

2 新たな法制度の適用問題の検証

■検証の論点整理：

・所有者不明土地管理人または管理不全土地管理人が選任された場合には、全国の所有者不明土地と異なり、
沖縄の所有者不明土地では沖特管理者と重複する可能性がある。所有者不明土地管理人または管理不全土
地管理人が選任され、その管理が適正に行われるようにするため、所有者不明土地管理人または管理不全
土地管理人が選定された場合における沖特管理者との関係を検証する。

■管理者の重複に関する既往の整理・検証

e.不在者財産管理人

b.所有者不明土地
管理人

c.管理不全土地
管理人

d.特定不能土地等
管理者

a.沖縄復帰特措法
に基づく管理者

管理処分権を専属するbがeに優
先するが、eが置かれている場合
にはbの命令は発せられない。

（法制審議会資料）

管理処分権を専属するdがaに優先
（過年度報告書）

沖縄の所有者
不明土地に

eが選任される
ことはないため

aとeの重複はない

所有者等特定不能土地に
は、所有者不明土地管理
制度は適用されない。
一方、所有者等特定不能
土地の登記がされる前に、
所有者不明土地管理命令
が発せられた場合は、こ
れに服する。
（改正後の表題部所有者
不明土地法第32条１
項）

bがいる場合
はcの申立ては
却下、cがいる
場合にbの命
令がされた場
合はcの命令は
取消しとなる
想定（法制審
議会資料）

所有者不明土地の管理を目的と
した法制度は「特定不能土地等管
理制度」、「所有者不明土地管理
制度」、「沖縄復帰特措法に基づ
く管理制度」の３つがあり、所有
者不明土地の管理にも活用可能な
法制度として「不在者財産管理制
度」、「管理不全土地管理制度」
の２つがあり、沖縄の所有者不明
土地の管理に関する法制度はあわ
せて５つある。

ある土地において、所有者不明
土地の管理を目的とした管理者が
重複する際の考え方について、既
に各法制度やその立案過程等で整
理されている内容が右図のとおり
である。

注釈）不在者財産管理人(e)と管理不全土地管理人（c）の関係に関する議論は既往文献（法制審議会（民法・不

動産登記法）部会資料等）において確認できていない。

資料）各種資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

図表６ 所有者不明土地に関する管理制度の管理者・管理人の関係（重複の際の整理）
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III．所有者不明土地関係法制度を踏まえた問題の検証

2 新たな法制度の適用問題の検証

■適用問題の検証結果

沖縄復帰特措法は、本邦の諸制度の沖縄県の区域における円滑な実施を図るた

めに必要となる特別な措置を定めるものである（同法第１条）。

沖縄の所有者不明土地の管理制度に関しては、復帰当時はこれに対応する本邦

の制度が存在しなかったため、管理者が不在となることを防止するため必要とな

る特別な措置として、沖縄復帰特措法第62条において、当分の間、県又は関係す

る市町村による管理を求める措置が講じられたものと解される。

今般、改正民法によって、沖縄の所有者不明土地にも適用できる所有者不明土

地管理制度が整備されることとなった。そのうえで、沖縄復帰特措法に基づいて

管理されている土地に対して所有者不明土地管理命令が発せられた場合には、所

有者不明土地管理人には管理処分権が専属することから、沖縄復帰特措法に基づ

く管理を継続する必要性が失われるため、その管理は終了すると考えられる。

このことは、「当分の間」の措置として県又は関係する市町村による管理を定

めた同法第62条の立法趣旨に照らして当然に予定しているものと考えられる。

これに対し、所有者不明土地管理命令が発せられていない場合には、引き続き、

沖縄復帰特措法に基づく管理は継続するものと解される。

今般、改正民法によって、沖縄の所有者不明土地

にも適用できる管理不全土地管理制度が整備される

こととなった。そのうえで、沖縄復帰特措法に基づ

いて管理されている土地について、管理不全土地管

理命令が発せられた場合には、管理不全土地管理人

による当該土地の適正管理（管理不全状態の除去）

がされることから、この範囲においては沖縄復帰特

措法に基づく管理を継続する必要性は失われ、沖特

管理者は適正管理（管理不全状態の除去）を管理不

全土地管理人に委ねることが適切である。

ただし、管理不全土地管理人の権限は、適正管理

（管理不全状態の除去）の範囲に限られることから、

沖特管理者による所有者不明土地の管理の必要性は

失われず、その管理は終了しないと考えられる。

①沖縄復帰特措法に基づく管理者（a）
と所有者不明土地管理人（b）の関係

②沖縄復帰特措法に基づく管理者（a）
と管理不全土地管理人（c）との関係

沖縄の所有者不明土地と全国の所有者不明土地には、管理の状態に関する差異があるが、所有者不明土地管理制度、管理不全土地管理制

度が適用されても管理者・管理人が重複することによる問題は生じないことから、沖縄の所有者不明土地に起因する問題がある（現時点で

沖縄の所有者不明土地について法制上の措置を講ずべき必要がある）とはいえない。
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対応 適正管理のあり方の概要

1) 管理権限

の範囲内

での管理

・管理者は、管理地を他者に占有・利用させる場合に

は、管理者の管理権限の範囲で行わなければならな

い。具体的には、保存行為、土地の性質を変えない

範囲の利用行為・改良行為の範囲で利用を認めてい

くことが基本的な対応となる。

2) 無権原者

による占

有・利用

の防止

・管理者は土地の利用実態を把握し、不法占有が行わ

れていないことを確認することが求められるほか、

・管理地が不法占有されている場合や、隣接地等が原

因で管理地に損害が及んでいる場合、管理者はその

事由の原因の除去、又は予防措置を請求することが

求められる。

3) 周辺環境

への害悪

の防止

・管理地周辺の利用状況を把握したうえで、雑草繁茂

等による影響が懸念される管理地については特に、

定期的に草刈りや清掃を行う等の対応が求められる。

・管理地において、崖くずれや竹木の倒壊等のおそれ

がある場合は、これを防止する措置を講じる必要が

ある。

問題 問題の原因 問題の概要

1)管理者の権

限外行為の

おそれがあ

る

・管理者自身の過

去・現在の行為

（・管理開始前の

状態の継続）

・保存行為、土地の性質を変えな

い範囲の利用行為・改良行為を

超えて利用されている。

・管理者の権限の範囲を超えた賃

貸借契約（建物所有目的等）が

締結されている。

2)無権原者が

占有・利用

している

・ 無 権 原 者 が 占

有・利用してい

る

・管理者が対応し

きれていない

・公共施設、私有建物・工作物等

の上物があり、利用形跡がある

（公共施設、墓地、拝所等）

・上物なく利用形跡がある（畑、

駐車場等）

・土地の使用妨害のおそれ（墓石

の越境等）

3)周辺環境へ

害悪を及ぼ

すおそれが

ある

・管理者が管理し

きれない

・宅地・道路等に隣接した土地、

墓苑内の墓地等で雑草の繁茂

・崖崩れ等が発生するおそれ

・山間部、急傾斜地等で立ち入り

できず管理不全に陥るおそれ

III．所有者不明土地関係法制度を踏まえた問題の検証

3 管理に関する問題の検証

■沖縄復帰特措法に基づく管理に関する解釈の再整理

類似の土地管理制度と同水準の管理が要請される

と解釈した場合には、沖縄の所有者不明土地の適正

管理に向けて、所有者の権利保護および管理者とし

ての土地の管理義務の観点から、沖特管理者は主に

以下の対応に努めることが求められる。

■管理に関する問題

左記の「適正管理のあり方」と、沖特管理者の管理

実態（Ⅱ章２参照）を踏まえると、沖縄の所有者不明

土地の管理に関する問題として以下の場面を想定する

ことができる。

図表７ 適正管理のあり方 図表８ 適正管理上の問題の整理
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III．所有者不明土地関係法制度を踏まえた問題の検証

3 管理に関する問題の検証

■管理に関する問題の解決に向けた方向性

方向性 具体的な解決手法

①沖特管理者によ

る適正管理

・沖特管理者自身が適正管理のあり方を理解し、適正管理の状態を回復・維持する

②所有者による管

理への移行

・所有者不明土地の所有者をa～dの手法を用いて特定し、管理解除を経て、所有者による管理へ移行し、

所有者が適正管理を行う。

a.事務手続による更正登記（不動産登記法及び依命通知）

b.所有権確認訴訟（民法、民事訴訟法）

c. 認可地縁団体が保有する不動産に係る登記の特例（地方自治法）

d.登記官による所有者等の探索（表題部所有者不明土地法）

③他の管理者によ

る管理への移行

・所有者不明土地に適用できるe～gの土地管理制度を用いて、他の管理者による管理へ移行し、他の管

理者が適正管理を行う。

e.特定不能土地等管理制度（表題部所有者不明土地法）

f.所有者不明土地管理制度（改正民法）

g.管理不全土地管理制度（改正民法）

前頁で整理した問題を解決するためには、第一義的には沖特管理者自身が適正管理のあり方を理解し、適正管

理の状態を回復・維持するための行動を起こすことが求められる。ただし、問題の種類・概要をみると、沖特

管理者の権限外行為のおそれのある土地の中には、沖特管理者自身では適正管理の状態に復帰させることが困

難な例もある。また、沖特管理者の管理対象地の筆数に対して、十分な管理体制を構築することが困難な実態

も確認されている。

こうした状況を踏まえると、管理に関する問題の解決に向けては、沖特管理者自身による管理以外の方策を据

える必要がある。具体的には、事務手続による更正登記や表題部所有者不明土地法に基づく所有者等の探索等

により所有者を確認し、所有者による管理に移行する方法と、所有者不明土地管理制度等を用いて他の管理者

による管理に移行をする方法がある。
図表９ 管理に関する問題の解決に向けた方向性
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Ⅳ．適正管理に向けた管理者ガイドの更新

■管理者ガイド更新の目的

・昨年度調査において、「沖特管理者は、真の所
有者が確認された場合には管理する土地を真の
所有者に引き渡す（管理を解除する）必要があ
り、それまでの間、真の所有者が不合理な不利
益を被ることがないよう、管理権限の範囲内で
の適正管理に努めることが求められる」ことか
ら、適正管理に向けた管理者の基本的な対応方
針等を管理者ガイドとして取りまとめた。

・今年度調査では、管理者の限られた人員体制等
の中で、適正管理の状態を効率的・効果的に実
現する手法や対応のあり方について検討を行っ
た。ここまでの調査検証結果を踏まえ、管理者
ガイドの対応方針を適正管理に一本化したうえ
で、適正管理を基本的に継続していくこととし
ているところ、より適した管理の担い手が特定
され、所有権確認や新たな所有者不明土地の管
理制度等が適用される際には、所有者あるいは
他の管理者への管理の移行を想定している。こ
の観点から、管理者ガイドを更新している。

■管理者ガイドの内容

・適正管理に向けた管理者ガイドの構成は右図の
とおりである。

図表10 「適正管理に向けた管理者ガイドver.2」の構成

１．沖縄復帰特措法に基づく管理行為規定
事項

２．適正管理に向けた対応方針
考え
方 2-1.管理方針

（適正管理の目的）

2-2. 管理地の状況確認の必要性

対応

(1)実態把握

(2) 問題が生じている
筆の確認

(3)管理を担える主体
の存在する筆の把握

2-3. 適正管理に向けた対応の方向性

３．沖特管理者による適正管理

４
．所
有
者
に
よ
る
管
理
へ

の
移
行

５
．他
の
管
理
者
に
よ
る
管

理
へ
の
移
行

3-1.定期的な現地確認の実施

3-２. 適正管理の観点から問題が確認された場合の対応

（概要版では、ガイド本体は掲載していない。
ガイド本体は報告書Ⅳ章を参照のこと）
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V．沖縄の所有者不明土地の問題解決に向けた今後の取組方針と課題

■問題解決に向けた今後の取組方針

（1）適正管理の促進とこれによる所有者不明土地解消の推進

・「他の管理者の管理への移行」で想定される管理制度はいず
れも（所有者不明）土地の適正な管理・利用を目的とするも
のと考えることが適切である。適正管理を促進する観点から
は、上記の管理制度が沖縄の所有者不明土地にも積極的に適
用されることが望ましい。

・「所有者の管理への移行」や「他の管理者の管理への移行」
により、沖縄の所有者不明土地自体が解消され、当該土地の
利用の円滑化にも資することになる。したがって、適正管理
化が推進されるべきである。

（2） 適正管理の問題がない所有者不明土地等の解消に向けた検討

・当面は（１）の取組方針を着実に進めつつ、所有者不明土地
管理制度等の運用実態が明確になっていく過程や、沖縄の所
有者不明土地に適正管理の問題がなくなっていく過程を踏ま
え、次の射程として（１）では問題解決が難しい土地や、適
正管理の問題のない所有者不明土地の解消方策を改めて検討
することが求められる。

起因する問題問題の分類 管理に関する問題

新たな法制度の
適用問題の検証

問題解決に向けた方針

現時点で問題は
確認されなかった

新たな法制度を踏まえた
管理のあり方検証

沖特管理者の
管理実態の把握

適正管理上の問題の特定

①沖特
管理者
による
適正
管理

②所有者の
管理への移行

③他の管理者
の管理への移行

適正な管理への移行
（適正管理の問題解決）

所有者不明土地の解消

a.事務手続による更正登記
b.所有権確認訴訟
c.認可地縁団体の登記の特例
d.登記官による所有者等の探索

e.特定不能土地等管理制度
f.所有者不明土地管理制度
g.管理不全土地管理制度

適正管理化を通じて所有者不明土地自体の解消を推進する

（１）適正管理の促進
とこれによる所有者不
明土地解消の推進

（２）適正管理の問題
がない所有者不明土地
等の解消に向けた検討

所有者不明土地の解消

適正管理化を通じた所
有者不明土地の解消が

難しい土地

図表11 新たな法制度を踏まえた問題解決への取組方針

■取組方針の実現に向けた課題

・「沖特管理者の理解醸成・体制づくり」「所有者不明土地管理制度の適用モデルケースにおける実現性の検証」の
ほか、「制度利用に関する手続の明確化と支援策の検討」の３点が課題となる。
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